
 

 －38－

 第４節 地 球 環 境  

 

 近年、地球の温暖化やオゾン層の破壊といった地球全体に影響を及ぼす問題、酸性雨や有害廃棄物の越

境移動等の国境を越えて影響を及ぼす問題、さらに、海洋汚染、森林の減少、野生生物種の減少等の問題

が世界的に進行しています。また、一部の開発途上国では、人口の急増・都市集中、工業化等を背景とし

た深刻な公害問題を招いています。 

 このような地球環境問題は、一国内の環境問題を越えて、地球的な規模で対応すべき課題として、また、

人類の生存基盤としての有限な環境を守り、将来の世代へと引き継いでいくという人類共通の課題として

認識されるようになっています。 

  

第１ 地球の温暖化  

 大気中の二酸化炭素、メタン、亜酸化窒素等の温室効果ガスは、日射によって暖まった地表から放射さ

れる赤外線を吸収し再び放射することにより、地表と大気を暖めて熱を宇宙空間に逃しにくくしており、

これにより、生物の生存に適した気温が保たれています。しかし、人間活動の拡大によって大気中の温室

効果ガスの濃度が増加することにより、地球の温暖化が進むと予想され、海面の上昇や降水パターンの変

化等、種々の影響が懸念されています。 

 地球温暖化問題に関する政府レベルの検討の場として設立された「気候変動に関する政府間パネル」

（ＩＰＣＣ）の第２次報告（1995年12月）によると、二酸化炭素の地球温暖化への寄与度は、各種温室効

果ガス全体の約64％を占めるとされています。 

 府内における1997年度の二酸化炭素排出量は、約1,468万炭素換算トンで、1990年度と比べ約4.4％増加

しており、全国総排出量（３億3,600万炭素換算トン）の約4.4％を占めています。また、府民一人当たり

の排出量は、約1.66炭素換算トン（全国平均2.66炭素換算トン）です（４－１図）。 

４－１図 大阪府及び全国の二酸化炭素排出量 
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第２ オゾン層の破壊  

 オゾン層の破壊とは、成層圏下層（高度約15～30㎞）にあるオゾン層が、人工的に作られたクロロフル

オロカーボン（ＣＦＣ：いわゆるフロンの一種）等によって破壊される現象をいい、その結果、オゾン層

に吸収されていた有害な紫外光（ＵＶ－Ｂ）の地上への到達量が増加することによって、人及び生態系に

悪影響が生じます。 

 ＣＦＣの製造は先進国においては全廃されましたが、我が国の2000年末現在におけるＣＦＣのストック

は約57,100トン（環境省試算）で、噴射剤・冷媒・洗浄剤・発泡剤等の用途として使用されています。Ｃ

ＦＣは化学的に安定な化合物であるため、対流圏（高度約15㎞までの大気）では分解されずに成層圏まで

達し、強い紫外光によって分解されて、遊離した塩素原子が連鎖反応的に成層圏オゾンを破壊します。Ｃ

ＦＣのほか、ハイドロクロロフルオロカーボン（ＨＣＦＣ)、消火剤のハロン、臭化メチル等もオゾン層

を破壊することが知られています。 

 南極においては、1970年代から毎年８月から12月にかけてオゾン全量が著しく少なくなる「オゾンホー

ル｣と呼ばれる現象が現れており、2000年には過去最大規模のオゾンホールが観測されています。 

 「平成12年度オゾン層等の監視結果に関する年次報告書」（環境省）によると、オゾン全量の長期的傾

向については、低緯度を除いた領域では減少傾向にあり、高経緯ほどその傾向が強く、日本上空でも札幌

で統計的に有意な減少傾向が確認されていますが、このような減少傾向は、既知の自然現象では説明でき

ず、ＣＦＣ等の大気中濃度が増加したことが主要因であると考えられています。 

  

第３ 酸 性 雨  

 酸性雨とは、以前は化石燃料の燃焼に伴い排出された硫黄酸化物や窒素酸化物が大気中でさらに酸化し、

硫酸イオンや硝酸イオンとなって雨に取り込まれて降下する降雨のこととされていました。しかし、現在

では霧や雪なども含めた「湿性沈着」、及び晴れた日でも風に乗って沈着する粒子状（エアロゾル）やガ

ス状の物質などの「乾性沈着」をあわせたものとされています。酸性雨（酸性沈着）による影響としては、

土壌の酸性化による森林の衰退、湖沼の酸性化による陸水生態系への被害、銅像等の文化財や建造物の損

傷などが指摘されています。 

 我が国における酸性雨の現況については、国において昭和58年度から第１次、昭和63年度から第２次、

平成５年度から第３次、平成10年度から第４次の酸性雨対策調査が実施されています。それらの調査結果

によると、欧米とほぼ同程度の酸性度が観測されており、また、日本海側で冬季に硫酸イオン及び硝酸イ

オンの濃度及び沈着量の高い傾向がみられ、大陸からの影響が示唆されています。酸性沈着による陸水、

土壌・植生等の生態系への影響については、一部の地点でアルカリ度の低い湖沼や原因不明の樹木衰退等

が確認されたものの、全国的には明確な兆候は見られていません。しかしながら、現在のような酸性沈着

が今後も続けば、将来、生態系への影響が顕在化するおそれが否定できないことは、欧米の例から推測さ

れます。 

 酸性沈着は地域の問題であるとともに地球環境問題の一つでもあり、その解決のためには関係国が協力

してこの問題に取り組む必要があることから、国では「東アジア酸性雨モニタリングネットワーク構想」

を提唱し、東アジア10か国が西暦2001年より統一した手法によるモニタリングの正式稼働に入っています。 
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 府においては、国の酸性雨対策調査に参画するとともに、国設大阪局（大阪市東成区）及び池田局（池

田市）における酸性雨調査、府内の市町村と共同して酸性雨の分布状況を把握する酸性雨共同調査、コン

クリート構造物や生態系への影響調査を実施しています。酸性雨の問題は今や降水（湿性）だけでなく、

大気汚染（乾性）を含む沈着の概念として取り組むことが求められています。このなかで降水のpHは問題

のほんの一部で、組成を明らかにすることが重要であることから、今年度からはpHの推移を沈着量に替え、

４－２図に示しています。平成12年度における湿性イオン合計沈着量は国設大阪局（年加重平均pH4.73）

で112 mmol/m2/年、池田局（同4.61）で167 mmol/m2/年で、降水量の多かった池田の方が多くなっていま

す。なお、平成11年度まではろ過式、12年度からは国際的な標準法であるウェットオンリー法による結果

を示しているので前年度との比較は単純にはできません。また、梅雨期及び秋期に実施した市町村共同調

査（34地点）の結果は、梅雨期のイオン合計湿性沈着量が13～36 mmol/m2/月（平均23）、秋期が13～38 

mmol/m2/月（同19）でした。 

４－２図 湿性イオン成分沈着量及び大気汚染成分濃度の経年変化 
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第４ 森林（特に熱帯林）の減少  

 1997年の国連食糧農業機関(ＦＡＯ)の発表によると、1990年から1995年の５年間に年平均約1,290万

ha(我が国の面積の約30％に相当）の熱帯林が減少しました。 

 熱帯林の減少の原因は、地域によっても違いがあり、非伝統的な焼畑移動農耕、過度の薪炭材採取、不

適切な商業伐採、過放牧、プランテーション造成等が指摘されていますが、こうした行為の背景には、人

口増加、貧困、土地制度等の様々な社会的経済的な要因が絡んでいます。 

 現在、1992年に地球サミットで採択された森林に関する初めての世界的合意である「森林原則声明」及

び「アジェンダ21」における森林減少対策を踏まえ、世界の森林保全と持続可能な経営に関する議論が、

様々な国際会議を通じて行われています。 

 1995年、国連持続可能な開発委員会（ＣＳＤ）の下に森林分野の広範な課題の検討を行うための政府間

パネル（ＩＰＦ）が設置され、1997年には、各国の森林プログラムの策定、世界的な森林資源評価等、各

国・国際機関に対する多数の「行動提案」を含む報告書が取りまとめられました。さらに、国連環境開発

特別総会（ＵＮＧＡＳＳ）では、ＣＳＤの下に「森林に関する政府間フォーラム（ＩＦＦ）」を設置し、

「行動提案」の実施促進、資金・技術移転等の課題の検討、森林条約等の国際的な取り決め等の検討及び
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コンセンサスづくり等を行いました。 

 また、近年ではロシア極東地域においても森林の減少が懸念されており、熱帯林以外の森林についても、

森林経営の持続可能性を把握・検証するための基準及び指標の作成等について、国際的な論議が行われて

います。 

  

第５ 砂 漠 化  

 砂漠化とは、「乾燥地域、半乾燥地域、乾燥半湿潤地域における様々な要因（気候変動や人間活動を含

む。）に起因する土地の劣化」と定義されています（砂漠化防止条約第１条）。砂漠化現象には、土地の

乾燥化だけでなく、土壌の侵食や塩性化、自然植生の種類の減少等も含まれます。 

 1991年、ＵＮＥＰが発表したレポート「砂漠化の現状及び砂漠化防止行動計画の実施状況について」に

よると、砂漠化の影響を受けている土地の面積は、地球上の全陸地の約４分の１、耕作可能な乾燥地域の

約70％にあたる約36億haに達し、世界人口の約６分の１、約９億人がその影響を受けているとされていま

す。 

 砂漠化の原因は、干ばつ等の自然的要因のほか、草地の能力を超えた家畜の放牧、土地の能力を無視し

た過度の耕作、燃料とする木材の過剰な採取等が考えられます。その背景には、開発途上国の貧困、人口

増加、対外債務の増加、貿易条件の悪化等、社会的・経済的要因があり、問題の解決を困難にしています。 

 1977年には、ＵＮＥＰが中心となり、国連砂漠化防止会議（ＵＮＣＯＤ）が開催されました。さらに、

1992年には国連総会において、地球サミットで決定されたアジェンダ21を受けて、国連砂漠化防止条約策

定のための政府間交渉委員会(ＩＮＣＤ)の設立が決議され、1994年に「砂漠化防止条約」等が採択されま

した。 

 我が国では、1998年に砂漠化防止条約が発効し、条約の趣旨に沿ったアジア地域における砂漠化防止へ

の貢献等を念頭に入れた砂漠化防止対策推進支援調査等が行われています。 

 

第６ 野生生物の種の減少  

 「1996 ＩＵＣＮ Red List of Threatened Animals」によると、全世界での絶滅のおそれのある種の状

況は、無脊椎動物で3,314種、脊椎動物で1,891種等で、数多くの種の生息・生育が危うくなっています。

また、世界資源研究所（ＷＲＩ、1989年）によると、1990年以降30年間に主として熱帯林の減少により全

世界の５～15％の生物種が絶滅すると予測されています。 

 地球上の生物の多様性を包括的に保全するための国際条約として、1992年の地球サミットで「生物の多

様性に関する条約」が採択されました。この条約を受け、我が国では、1995年10月に地球環境保全に関す

る関係閣僚会議において「生物多様性国家戦略」を決定し、生物多様性の保全とその構成要素の持続的な

利用に関する施策が進められています。 

 また、1973年にワシントンでの国連人間環境会議で採択された「絶滅のおそれのある野生動植物の種の

国際取引に関する条約」（ワシントン条約）では、輸出国と輸入国が協力して、野生動植物の国際取引を

規制していくことにより、絶滅のおそれがある野生動植物を保護することを目的としています。 

 1971年にイランのラムサールで採択された「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条
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約」（ラムサール条約）は、水鳥の生息地として国際的に重要な湿地の保全を目的としており、日本での

登録湿地は、釧路湿原、琵琶湖等の合計11か所です。 

 

第７ 海洋汚染       

 陸域からの汚染物質の流入により、北海、バルト海、地中海等の閉鎖性海域においては、赤潮発生の拡

大、重金属等の有害物質による汚染が広がっています。 

 また、相次ぐ大型タンカーの海難事故による大量油流失により、海岸環境が深刻な影響を受けるケース

も見られ、海洋汚染の防止は、重要な課題となっています。 

 我が国では、1980年、1983年及び1995年に「海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律」（昭和45年法

律第136号)の改正等を行いました。また、主として陸上で発生した廃棄物の船舶からの海洋投棄を規制す

る「廃棄物その他の物の投棄による海洋汚染の防止に関する条約」（ロンドン条約）、船舶からの油、有

害液体物質及び廃棄物の排出や船舶の耕造・設備等を規制する「1973年の船舶による汚染の防止のための

国際条約に関する1978年の議定書」(ＭＡＲＰＯＬ73/78条約）、大規模油流出事件が発生した場合への準

備対応及び国際協力を強化することを目的とした「1990年の油による汚染に係る準備、対応及び協力に関

する国際条約」（ＯＰＲＣ条約）並びに包括的な海洋法秩序の構築を目指した「海洋法に関する国際連合

条約」（国連海洋法条約）を締結し、海洋汚染防止のために必要な措置が図られています。 

  

第８ 有害廃棄物の越境移動  

 有害廃棄物は、処理費用の高い国から安い国へ、あるいは、規制の厳しい国から緩い国へと移動されや

すく、そのため、有害廃棄物の受け入れ国で適正な処理がなされない場合には、その国の生活環境や自然

生態系に影響を及ぼすおそれがあります。 

 このため、国連環境計画（ＵＮＥＰ）や経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）等の国際機関が有害廃棄物の越

境移動に関する規制について検討に着手することとなり、その結果、ＵＮＥＰの主導の下、1989年３月に

スイスのバーゼルにおいて「有害廃棄物の国境を越える移動及びその処分の規制に関するバーゼル条約」

が採択されました。我が国は、1993年９月に加入しています。 

 1993年12月には、バーゼル条約等の国内対応法である「特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法

律」(平成４年法律第108号）を施行し、廃棄物の国境を越える移動を規制しており、1998年の１年間に同

法に基づいて特定有害廃棄物等の輸出承認を行った量は5,540トン、輸入承認を行った量は4,720トンでし

た。 

 また、廃棄物処理法の改正により、1993年12月から、廃棄物輸出時の厚生労働大臣の確認、輸入時の同

大臣の許可等、廃棄物の輸出入についての規制が行われています。 

 1995年９月には、第３回バーゼル条約締約国会議において、リサイクル目的のものを含めて有害廃棄物

のＯＥＣＤ及び欧州連合（ＥＵ）加盟国から非ＯＥＣＤ及び非ＥＵ加盟国への輸出を1997年をもって、全

面的に禁止するとの条約改正が採択されました。 

 さらに、1998年２月の第４回バーゼル条約締約国会議において、条約の規制対象及び規制対象外の廃棄

物を示すリストが新たな附属書として採択されました。 
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 第９ 開発途上国の公害問題  

 開発途上国においては、森林等の植生の減少、水資源の枯渇、砂漠化の進行、野生生物の減少等、自然

資源の破壊、質の低下等の問題に直面しています。また、人口の増加や集中、自動車の急速な増加等によ

る都市生活型公害に加えて、急速な工業化等により、かつて我が国が経験した以上の環境汚染や自然破壊

も見られます。こうした従来型の環境問題に直面する一方で、オゾン層破壊や地球温暖化等の地球的規模

の環境問題への対処も必要となっています。 

 しかし、開発途上国の多くは、資金、技術、人材、あるいは制度的基盤等の不足により、公害問題に対

して十分な対応が困難な状況にあり、対策を進めるためには自国の努力に加えて、先進国等の支援が不可

欠となっています。こうした状況の中で国においては、環境分野の政府開発援助をはじめ、環境ミッショ

ンや専門家の派遣、研修員の受入等が行われています。また、1992年、我が国で初めての環境関係の国連

機関として、国連環境計画（ＵＮＥＰ）国際環境技術センターが大阪府及び滋賀県に開設され、開発途上

国等への環境技術の移転等を行っています。 

 開発途上国に環境技術の移転を図る上で、地方公共団体の果たす役割は大きく、専門家の派遣や現地に

おける技術指導、姉妹友好都市からの研修員の受入等、様々な環境協力が自治体レベルで自主的に行われ

ています。また、関西ではポストＡＰＥＣ事業として、大阪府をはじめとする自治体や企業、研究機関等

が連携して、環境保全に資する優れた対策技術やノウハウの移転がインターネットを活用して行われるな

ど、開発途上国への環境技術の移転が行われています。 


